
平成 22 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(地震・火山・大規模水害対策担当)） 

制 度 名 事業用建築物に係る耐震改修促進税制の延長 

税 目 所得税、法人税 

 
事業用建築物に対する耐震改修工事で、当該工事に要した費用のう

ち一定額（１０％）の特別償却を認める特例措置を２年間延長する。
〔租税特別措置法第１１条の２、第４４条、第６８条の１９〕 要

望
の
内
容 

 
減収見込額 
（平年度） 

－ 

(▲１３３百万
円) 
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⑴ 政策目的 

 近年における地震災害の頻発、今後の大規模地震の危険性を踏まえ
た建築物ストックの安全性の確保を図る。 

⑵ 施策の必要性 

我が国の既存建築物のうち、現行の耐震基準を満たさない事業用建
築物は、約３４０万棟のうち約４割の約１２０万棟と推計されてお
り、今後、東海・東南海地震等の大規模地震が想定される中、これら
耐震基準不適格建築物の早急な改修が必要となっている。 
そのような中、「建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を

図るための建築基準法等の一部を改正する法律」（平成１７年６月１
日施行）による建築基準法の改正において、現行の既存不適格建築物
に対する厳格な現行基準適用ルール（増改築時に即座に全面的に現行
基準適用）を合理化し、全体計画に基づく段階的な改修の認定、改修
と一体となった部分のみに対する基準適用等の措置を講じることで、
既存不適格建築物を順次現行基準に適合させる改修を可能とした。 
さらに、耐震改修を一層促進するため、地方公共団体による耐震改

修促進計画の作成、特定建築物に対する規制の見直し、所管行政庁に
よる耐震改修計画の認定の対象拡大等を内容とする「建築物の耐震改
修の促進に関する法律」（耐震改修促進法）の改正がなされたところ
である（平成１８年１月２６日施行）。 
しかしながら、既存建築物の耐震改修は、他の機能更新投資と異な

り、それ自体が直接に収益に結びつかないことから、耐震改修への経
済的インセンティブが著しく低い状況にある。 
これらのことから、耐震改修を円滑化する法制度と税制によるイン

センティブとの相乗効果により、建築物の耐震改修を緊急に促進する
ことが必要である。 

⑶ 要望の措置の妥当性 

①租税特別措置等の背景にある政策に今日的な「合理性」が認められ
るか 

大規模地震の発生が切迫する状況にある中、想定され得る被害を未
然に防止するためには、国家的課題として、建築物の耐震改修を強力
に推進していくことが不可欠である。 
また、不特定多数の者が利用する建築物の耐震改修による便益は、

利用者をはじめとして社会に広く及ぶものであるが、建築主にとって
は経済的負担を伴うものであるため、外部不経済を改善するための公
的関与が特に必要であると言える。 

②租税特別措置等の政策実現に向けた手段としての「有効性」が認め
られるか 

建築物の所有者にとって、テナント料の引き上げ、地震保険料の軽
減等に加え、本特例による課税繰り延べ効果が生ずることで、初期投
資負担は一定程度軽減される。このように、少ない繰り延べ金額によ
り、大きな建築投資と安全性の向上という社会的効用を得ることがで
きる。 

③租税特別措置等に補助金等他の政策手段と比して「相当性」が認め
られるか 

特定建築物の耐震化を支援する制度として地方公共団体を経由した
間接補助の制度が設けられている。しかし、現在、特定建築物に関す
る補助制度を設けている地方公共団体は１割程度にとどまっており、
９割程度の地方公共団体においては特定建築物の耐震改修に関する補
助制度がなく、税制特例が唯一の支援措置となっている。 
また、耐震基準に係る既存不適格建築物は、財産権との調整の関係

上、現行基準への強制的な適合を求めることは困難であることから、
優遇税制などにより現行基準を満たす改修を誘導していく措置が有効
である。 
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系における   
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８－１ 防災対策の推進 

政 策 の 

達成目標 
●多数の者が利用する一定の建築物の耐震化率 
目標値：約９割（Ｈ２７年度） 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

 
２年間 
 
 
 

同上の期間中

の達成目標 

 
●多数の者が利用する一定の建築物の耐震化率 
目標値：約９割（Ｈ２７年度） 
 

当該要望項目

以外の税制上

の支援措置 

 
― 
 
 
 

予算上の措置

等の要求内 

容及び金額 

 
●平成２０年度ニ次補正予算（６０億円） 

住宅・建築物耐震改修等事業において、次に掲げる拡充を実施。
・緊急輸送道路沿道の建築物について地域要件の撤廃 
・多数の者が利用する建築物について地域要件の撤廃 
・住宅・建築物耐震改修等事業を地域住宅交付金の基幹事業に位置
づけ等 

●平成２１年度当初予算（１９０億円） 
住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修等事

業及び優良建築物等整備事業（アスベスト改修型）を廃止し、創
設）において、緊急輸送道路沿道建築物の耐震改修に係る建物要件
の緩和等の拡充を実施。 

●平成２１年度補正予算（７０億円） 
住宅・建築物安全ストック形成事業において、建築物の耐震改修

に係る補助率の引き上げ等を行うとともに、地方公共団体の持続的
取組みに向けた体制整備に寄与するモデル事業を実施。 
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上記事業の建物要件撤廃等の措置とあいまって、本税制の創設によ

り、事業用建築物の耐震改修を一層促進することが可能となる。 
 
 
 

政 策 の  

達成状況 

 
●多数の者が利用する一定の建築物の耐震化率 
実績値：７５％（Ｈ１５年度） 
 

租税特別措置

の適用実績 

 
平成１８年度１件 
平成１９年度５件  
平成２０年度２件 
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 本特例の適用実績は徐々に増加しており、近年における地震災害の
頻発及び今後の大規模地震の危険性を踏まえた建築物ストックの安全
性を図る観点から、今後認定を受けた特定建築物の耐震改修工事の増
加が見込まれる。 



前回要望時 

の達成目標 

 
●多数の者が利用する一定の建築物の耐震化率 
目標値：約９割（Ｈ２７年度） 
 

前回要望時 

からの達成度

及び目標に 

達していない 

場合の理由 

 
事業用建築物の耐震改修は、防災対策への理解の進展や、税予算上

の措置等により一定程度の進展がみられるが、建築制度の見直しや経
済的な状況の変化等の理由によりやや想定を下回っている。 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成８年度耐震改修法関連特別措置 （平成１１年度廃止） 
平成１７年度要望 
平成１８年度再要望 
平成２０年度延長要望 

 


